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３ 特別会計 

特別会計に係る決算の状況については下表のとおりである。このうち主要 13会計 

について、34ページ以降に取り上げた。 

 

(1) 歳入歳出決算の状況 

予 算 現 額 歳 入 決 算 額 収 入 歩 合

A B B/A

平成30年度
百万円 百万円 ％

日 本 万 博 記 念 公 園 事 業 4,241 3,962 93.44

就 農 支 援 資 金 等 14 55 402.57

大 阪 府 営 住 宅 事 業 129,507 121,486 93.81

港 湾 整 備 事 業 10,425 11,930 114.43

関 西 国 際 空 港 関 連 事 業 17,220 17,212 99.95

箕 面 北 部 丘 陵 整 備 事 業 16,745 16,959 101.28

不 動 産 調 達 5,860 5,937 101.33

市 町 村 施 設 整 備 資 金 12,020 12,020 100.00

公 債 管 理 972,677 972,677 100.00

地 方 消 費 税 清 算 金 804,594 804,232 99.96

証 紙 収 入 金 整 理 5,355 5,253 98.11

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 1,483 1,592 107.29

国 民 健 康 保 険 840,424 844,305 100.46

中 小 企 業 振 興 資 金 3,000 4,840 161.30

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 39 128 328.50

林 業 改 善 資 金 16 78 475.12

合 計 ａ 2,823,621 2,822,666 99.97

平 成 29 年 度 合 計 額 ｂ 1,345,630 1,342,190 99.74

差 引 増 額 a-b 1,477,991 1,480,476 0.22

％ ％

対 前 年 度 比 a/b 209.84 210.30

特別会計                     区 分

 

 

 

   注：１ 数値が０となっている項目は、百万円未満の数値があることを示す。 
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歳 出 決 算 額 執 行 率 歳入歳出差引額 翌 年 度 へ 実 質 収 支 額

 繰 り 越 す べ き

C C/A B-C 財 源

百万円 ％ 百万円 百万円 百万円

3,962 93.41 1 64 △ 64

13 95.05 42 0 42

115,635 89.29 5,851 5,622 229

10,142 97.28 1,788 86 1,702

17,212 99.95 0 0 0

16,530 98.72 430 34 396

5,860 100.00 78 0 78

12,020 100.00 1 0 1

972,047 99.94 630 0 630

804,232 99.96 - 0 -

5,253 98.11 - 0 -

638 43.00 954 0 954

836,930 99.58 7,376 0 7,376

2,783 92.76 2,056 0 2,056

4 9.37 125 0 125

0 1.78 77 0 77

2,803,259 99.28 19,407 5,807 13,600

1,315,248 97.74 26,942 3,171 23,771

1,488,011 1.54 △ 7,535 2,636 △ 10,171

％ ％ ％ ％

213.14 72.03 183.13 57.21
 

 

特別会計の歳入決算額は２兆 8,226 億 6,600 万円で、前年度と比較して１兆 4,804

億 7,600万円、率にして 110.30％増加している。また、歳出決算額は２兆 8,032億 5,900

万円で、前年度と比較して１兆 4,880億 1,100万円、率にして 113.14％増加している。 

この理由は、当年度において、流域下水道事業特別会計が地方公営企業法に基づく

企業会計に移行する一方、地方消費税清算特別会計及び国民健康保険特別会計を設置

したためである。 

なお、当年度の実質収支 136億円は、前年度の 237億 7,100万円と比較して 101億

7,100万円減少している。 
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  (2) 日本万博記念公園事業特別会計 

日本万国博覧会記念公園事業を効率的に推進するために設けられた会計である。 

 

（ 歳 入 ） 

予算現額 調 定 額 収入済額 不 納 収 入 予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額 収 入 済 額 の 対 予 算 対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ 増 減 C/A C/B
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

4,241 3,963 3,962 - 0 △ 278 93.44 100.00

収 入 歩 合

 
 

 

（ 歳 出 ） 

予 算 現 額 支 出 済 額 執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計 B/A
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

4,241 3,962 64 - 64 215 93.41

翌 年 度 繰 越 額

 
 

 

（実質収支の状況） 

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳 入 歳 出 差 引 額 実 質 収 支 額
 

A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

3,962 3,962 1 △ 6464

D

百万円

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源
（ 繰 越 明 許 費 繰 越 額 等 ）

 
 

 

予算現額 42億 4,100万円に対し、収入済額は 39億 6,200万円となっている。 

収入済額と支出済額との差額 100万円のうち、翌年度へ繰り越すべき財源を

差し引いた実質収支額は 6,400万円の赤字となっている。 

収入済額の主なものは、不動産貸付収入 17 億 4,400 万円、公園事業使用料

６億 6,900万円、雑入６億 1,100万円、前年度繰越金６憶 200万円となってい

る。 

支出済額は公園事業費 39億 6,200万円となっている。 
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  (3) 大阪府営住宅事業特別会計 

府営住宅について、人件費及び公債費を含むフルコスト管理とし、自律的な住宅

経営を展開するために設けられた会計である。 

 

（ 歳 入 ） 

予算現額 調 定 額 収入済額 不 納 収 入 予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額 収 入 済 額 の 対 予 算 対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ 増 減 C/A C/B
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

129,507 126,598 121,486 356 4,757 △ 8,021 93.81 95.96

収 入 歩 合

 
 

 

（ 歳 出 ） 

予 算 現 額 支 出 済 額 執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計 B/A

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

129,507 115,635 5,622 - 5,622 8,250 89.29

翌 年 度 繰 越 額

 
 

 

（実質収支の状況） 

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳 入 歳 出 差 引 額 実 質 収 支 額
 

A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

121,486 115,635 5,851 2295,622

D

百万円

（ 繰 越 明 許 費 繰 越 額 等 ）

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

 
 

 

予算現額 1,295億 700万円に対し、収入済額は 1,214億 8,600万円となって

いる。 

収入済額と支出済額との差額 58 億 5,100 万円のうち、翌年度へ繰り越すべ

き財源を差し引いた実質収支額は２億 2,900万円の黒字となっている。 

収入済額の主なものは、府債 380億 4,700万円、府営住宅使用料 351億 1,200

万円、府営住宅費補助金 179億 600万円、公債管理特別会計繰入金 94億 9,900

万円となっている。 

支出済額は 1,156億 3,500万円で、主なものは繰出金 535億 8,000万円、工事

請負費 263億 4,200万円、委託料 206億 5,200万円となっている。 

収入未済額は 47億 5,700万円で、主なものは府営住宅使用料 23億 8,400万円

及び府営住宅退去者の契約解除後の家賃相当額などの雑入 23億 7,300万円となっ

ている。 
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  (4) 港湾整備事業特別会計 

港湾事業のうち収益事業の収支を経理するために設けられた会計である。 

 

（ 歳 入 ） 

予算現額 調 定 額 収入済額 不 納 収 入 予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額 収 入 済 額 の 対 予 算 対 調 定

A B C 増 減 C/A C/B
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

10,425 11,963 11,930 - 33 1,504 114.43 99.72

収  入  歩  合

 

 

 

（ 歳 出 ） 

予 算 現 額 支 出 済 額 執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計 B/A

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

10,425 10,142 86 - 86 197 97.28

翌 年 度 繰 越 額

 

 

 

（実質収支の状況） 

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳 入 歳 出 差 引 額 実 質 収 支 額
 

A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

11,930 10,142 1,788 1,702

百万円

86

（ 繰 越 明 許 費 繰 越 額 等 ）
D

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

 
 

 

予算現額 104億 2,500万円に対し、収入済額は 119億 3,000万円となっている。 

収入済額と支出済額との差額 17 億 8,800 万円のうち、翌年度へ繰り越すべ

き財源を差し引いた実質収支額は 17億 200万円の黒字となっている。 

収入済額の主なものは、公債管理特別会計繰入金 32 億 4,100 万円、港湾施設

使用料 26億 2,900万円、財産貸付収入 25億 2,200万円、府債 20億 9,200万円と

なっている。 

支出済額は 101 億 4,200 万円で、主なものは港湾整備事業費への繰出金 75 億

9,800万円となっている。 

収入未済額は港湾施設使用料 3,300万円となっている。 
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(5) 関西国際空港関連事業特別会計 

関西国際空港関連事業を効率的に推進するために設けられた会計である。 

（現在は、過去の関西国際空港整備事業に充てた地方債の償還等の財務を主とし

ている。） 

 

（ 歳 入 ） 

予算現額 調 定 額 収入済額 不 納 収 入 予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額 収 入 済 額 の 対 予 算 対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ 増 減 C/A C/B
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

17,220 17,212 17,212 - - △ 8 99.95 100.00

収 入 歩 合

 

 

 

（ 歳 出 ） 

予 算 現 額 支 出 済 額 執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計 B/A
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

17,220 17,212 - - - 8 99.95

翌 年 度 繰 越 額

 

 

 

（実質収支の状況） 

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引額 実 質 収 支 額
 

A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

17,212 17,212 0 0

（ 繰 越 明 許 費 繰 越 額 等 ）

百万円

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

-

D

 
注：数値が 0となっている項目は、百万円未満の数値があることを示す。 

 

 

予算現額 172億 2,000万円に対し、収入済額は 172億 1,200万円となっている。 

収入済額と支出済額との差額５千円のうち、翌年度へ繰り越すべき財源を差

し引いた実質収支額は５千円の黒字となっている。 

収入済額の主なものは、府債（借換債）89億 4,000万円、公債管理特別会計繰

入金 39億 7,000万円、一般会計からの繰入金 27億 400万円及び貸付金償還金 16

億 6,100万円である。 

支出済額は172億1,200万円で、主なものは償還金、利子及び割引料139億7,600

万円、繰出金 32億 500万円である。 
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  (6)  箕面北部丘陵整備事業特別会計 

箕面北部丘陵整備事業（水と緑の健康都市事業）を効率的に推進するために設け

られた会計である。 

 

（ 歳 入 ） 

予算現額 調 定 額 収入済額 不 納 収 入 予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額 収 入 済 額 の 対 予 算 対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ 増 減 C/A C/B
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

16,745 16,959 16,959 - - 215 101.28 100.00

収 入 歩 合

 

 

 

（ 歳 出 ） 

予 算 現 額 支 出 済 額 執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計 B/A
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

16,745 16,530 34 - 34 181 98.72

翌 年 度 繰 越 額

 

 

 

（実質収支の状況） 

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳 入 歳 出 差 引 額 実 質 収 支 額
 

A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

16,959 16,530 430 39634

D

百万円

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源
（ 繰 越 明 許 費 繰 越 額 等 ）

 
 

 

 

予算現額 167億 4,500万円に対し、収入済額は 169億 5,900万円となっている。 

収入済額と支出済額との差額４億 3,000万円のうち、翌年度へ繰り越すべき

財源を差し引いた実質収支額は３億 9,600万円の黒字となっている。 

収入済額の主なものは、財産売払収入 81億 1,400万円、府債 44億 9,500万円、

公債管理特別会計繰入金 27億 1，200万円、関連事業費補助金７億 2,200万円で

ある。 

支出済額は 165億 3,000万円で、主なものは関連事業費にかかる償還金、利子

及び割引料 70億 2,400万円及び当該事業にかかる工事請負費 14億 1,900万円、

土地区画整理事業費にかかる工事請負費 29億 2,300万円である。 
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  (7) 不動産調達特別会計 

公共施設用地等を先行取得するために設けられた会計である。 

 

（ 歳 入 ） 

予算現額 調 定 額 収入済額 不 納 収 入 予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額 収 入 済 額 の 対 予 算 対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ 増 減 C/A C/B
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

5,860 5,937 5,937 - - 78 101.33 100.00

収 入 歩 合

 

 

 

（ 歳 出 ） 

予 算 現 額 支 出 済 額 執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計 B/A
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

5,860 5,860 - - - 0 100.00

翌 年 度 繰 越 額

 
注：数値が 0となっている項目は、百万円未満の数値があることを示す。 

 

 

（実質収支の状況） 
歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳 入 歳 出 差 引 額 実 質 収 支 額

 

A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

5,937 5,860 78 78-

D

百万円

翌 年 度 へ 繰 り

越 す べ き 財 源
（ 繰 越 明 許 費 繰 越 額 等 ）

 
 

 

予算現額 58億 6,000万円に対し、収入済額は 59億 3,700万円となっている。 

収入済額と支出済額との差額 7,800万円のうち、翌年度へ繰り越すべき財源

を差し引いた実質収支額は 7,800万円の黒字となっている。 

収入済額の主なものは、不動産売払収入 56 億 9,600 万円、一般会計からの繰

入金１億 6,400万円である。 

支出済額は 58 億 6,000 万円で、主なものは公共用地先行取得費にかかる繰出

金 52億 4,900万円である。 
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  (8) 市町村施設整備資金特別会計 

府内市町村の公共施設等の整備を促進するため、資金の貸付けを行うために設け

られた会計である。 

 

（ 歳 入 ） 

予算現額 調 定 額 収入済額 不 納 収 入 予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額 収 入 済 額 の 対 予 算 対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ 増 減 C/A C/B
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

12,020 12,020 12,020 - - 0 100.00 100.00

収 入 歩 合

 

注：数値が 0となっている項目は、百万円未満の数値があることを示す。 

 

 

（ 歳 出 ） 

予 算 現 額 支 出 済 額 執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計 B/A
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

12,020 12,020 - - - 1 100.00

翌 年 度 繰 越 額

 

 

 

（実質収支の状況） 

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳 入 歳 出 差 引 額 実 質 収 支 額
 

A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

12,020 12,020 1 1-

D

百万円

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源
（ 繰 越 明 許 費 繰 越 額 等 ）

 
 

 

予算現額 120億 2,000万円に対し、収入済額は 120億 2,000万円となっている。 

収入済額と支出済額との差額１百万円のうち、翌年度へ繰り越すべき財源を

差し引いた実質収支額は１百万円の黒字となっている。 

収入済額の主なものは、府債（借換債）53億 5,000万円、公債管理特別会計繰

入金 34億 2,200万円、貸付金償還金 32億 4,800万円である。 

支出済額は市町村施設整備資金貸付金 120億 2,000万円である。 
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  (9) 公債管理特別会計 

府債の発行及び償還事務を行うために設けられた会計である。 

 

（ 歳 入 ） 

予算現額調 定 額収入済額不 納収 入予算現額に対する

欠 損額未 済額収 入 済 額 の対 予 算対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ 増 減 C/A C/B
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

972,677 972,677 972,677 - - 0 100.00 100.00

収 入 歩 合

  

（ 歳 出 ） 

予 算 現 額 支 出 済 額 執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計 B/A
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

972,677 972,047 - - - 630 99.94

翌 年 度 繰 越 額

  

（実質収支の状況） 

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳 入 歳 出 差 引 額 実 質 収 支 額

 

A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

972,677 972,047 630 630-

D

百万円

越 す べ き 財 源

（ 繰 越 明 許 費 繰 越 額 等 ）

翌 年 度 へ 繰 り

  

（元利償還金の推移） 

年 度 平 成 25 年 度 平 成 26 年 度 平 成 27 年 度 平 成 28 年 度 平 成 29 年度 平 成 30 年 度

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

元 金 794,879 828,085 902,809 856,418 707,404 707,851

利 子 77,789 68,451 63,812 56,526 47,995 41,536

元 利 償 還 金 872,668 896,536 966,621 912,944 755,399 749,387

  

予算現額 9,726億 7,700万円に対し、収入済額は 9,726億 7,700万円となって

いる。 

収入済額と支出済額との差額６億 3,000万円のうち、翌年度へ繰り越すべき

財源を差し引いた実質収支額は６億 3,000万円の黒字となっている。 

収入済額の主なものは、他会計からの繰入金 3,994億 3,200万円、府債（借換

債）4,099億 4,900万円である。府債（借換債）は前年度に比べ、480億 4,800万

円増加している。 

支出済額は 9,720億 4,700万円で、主なものは府債元利償還金 7,493億 8,700

万円である。 
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(10)  地方消費税清算特別会計 

地方消費税の都道府県間の清算を一般会計と区分して経理するために設けられ

た会計である。 

 

（ 歳 入 ） 

予算現額 調 定 額 収入済額 不 納 収 入 予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額 収 入 済 額 の 対 予 算 対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ 増 減 C/A C/B
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

804,594 804,232 804,232 - - △ 362 99.96 100.00

収 入 歩 合

 

 

 

（ 歳 出 ） 

予 算 現 額 支 出 済 額 執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計 B/A
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

804,594 804,232 - - - 362 99.96

翌 年 度 繰 越 額

 

 

 

（実質収支の状況） 

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳 入 歳 出 差 引 額 実 質 収 支 額
 

A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

804,232 804,232 - -

百万円

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源
（ 繰 越 明 許 費 繰 越 額 等 ）

-

D

 
 

 

予算現額 8,045億 9,400万円に対し、収入済額は 8,042億 3,200万円となって

いる。 

収入済額の主なものは、地方消費税 5,117 億 2,200 万円、地方消費税清算金

2,925億 1,000万円である。 

支出済額は 8,042億 3,200万円で、地方消費税清算金 4,716億 3,300万円、一

般会計への繰出金 3,325億 9,900万円である。 

 

 










